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第１章 総則 

 １．業務継続計画とは 

業務継続計画とは、災害時に行政自らも被災し、人、物、情報等利用できる資源に制約が

ある状況下において、優先的に実施すべき業務（非常時優先業務）を特定するとともに、業

務の執行体制や対応手順、継続に必要な資源の確保等をあらかじめ定め、地震等による大規

模災害発生時にあっても、適切な業務執行を行うことを目的とした計画である。 

 

 

２．非常時優先業務とは 

大規模な災害発生時にあっても優先して実施すべき業務が非常時優先業務である。具体的

には、災害応急対応業務や早期実施の優先度が高い復旧・復興業務等（これらを「応急業務」

と総称する。）のほか、業務継続の優先度の高い通常業務が対象となる（図 1-1 参照）。発

災後しばらくの期間は、業務の実施に必要な資源（以下「必要資源」という。）を非常時優

先業務に優先的に割り当てるために、非常時優先業務以外の通常業務は積極的に休止するか、

または非常時優先業務の継続の支障とならない範囲で業務を継続する。 

 

 

          

 

 

 

３．業務継続計画の必要性及び地域防災計画との関連 

    市の防災対策を定めた計画としては、災害対策基本法（昭和 32 年法律第 223 号）に基づ

いて策定される「益田市地域防災計画」がある。地域防災計画は、災害予防、災害応急対策、

災害復旧・復興について、実施すべき事項が定められている。 

しかしながら、他市町村における過去の災害では、業務継続に支障を及ぼす庁舎の被災や

図 1-1 非常時優先業務のイメージ 
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停電等の事例も見受けられた。したがって、地域防災計画に定められた業務を大規模災害発

生時にあっても円滑に実施するためには、業務継続計画を策定し、市庁舎等が被災し、制約

が伴う状況下にあっても、業務が遂行できる体制をあらかじめ整えておくことが必要である。 

また、市は平常時から住民への公共サービスの提供を担っているところであるが、これら

の業務の中には、災害時にあっても継続が求められる業務が含まれている。応急業務に限ら

ず、優先的に継続すべき通常業務までを含めた業務の継続ができる体制をあらかじめ検討し

ておく必要がある。 

 地域防災計画と業務継続計画の主な相違点は表 1-2 のとおりである。 

 

 

 

 地域防災計画 業務継続計画 

作成主体 

 

 

益田市防災会議が作成し、島根県、

益田市、防災関係機関が実施する計

画である。 

 

市が作成し、自らが実施する計画で

ある。 

 

計画の趣旨 災害対策基本法に基づき、発災時ま

たは事前に実施すべき災害対策に係

る実施事項や役割分担等を規定する

ための計画である。 

発災時に必要資源に制約がある状況

下であっても、非常時優先業務を目

標とする時間・時期までに実施でき

るようにする（実効性の確保）ため

の計画である。 

 

行政の被災 行政の被災は、必ずしも想定する必

要はないが、業務継続計画の策定な

どによる業務継続性の確保等につい

ては計画に定める必要がある。 

行政の被災を想定（庁舎、職員、電

力、情報システム、通信等の必要資

源の被災を評価）し、利用できる必

要資源を前提に計画を策定する必要

がある。 

 

対象業務 災害対策に係る業務（災害予防、災

害応急対策、災害復旧・復興）を対

象とする。 

非常時優先業務を対象とする（災害

応急対策、災害復旧・復興業務だけ

でなく、優先度の高い通常業務も含

まれる）。 

 

業務開始目標

時間 

業務開始目標時間は必ずしも定める

必要はない（一部の地方公共団体で

は、目標時間を記載している場合も

ある）。 

非常時優先業務ごとに業務開始目標

時間を定める必要がある（必要資源

を確保し、目標とする時間までに、

非常時優先業務を開始・再開する）。 

 

業務に従事す

る職員の水・食

料等の確保 

業務に従事する職員の水・食料、ト

イレ等の確保に係る記載は、必ずし

も記載する必要はない。 

業務に従事する職員の水・食料、ト

イレ等の確保について検討のうえ、

記載する必要がある。 

 

 

 

 

 

表 1-1 地域防災計画と業務継続計画の相違点 
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  地域防災計画と業務継続計画の関係のイメージは図1-2のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．業務継続計画策定の効果 

災害発生時には、業務量が急激に増加し、極めて膨大なものとなる。特に市においては、

災害状況の確認など発災直後から非常に短い時間の間に膨大な応急業務が発生し、それらを

迅速かつ的確に処理しなければならない。 

このような場合において、業務継続計画をあらかじめ策定（継続的改善を含む。）するこ

とにより。非常時優先業務を適切かつ迅速に実施することが可能になる。 

具体的には、「行政も被災する深刻な事態」も考慮した、非常時優先業務の執行体制や対

応手順が明確となり、非常時優先業務の執行に必要な資源の確保が図られることで、災害発

生直後の混乱で行政が機能不全になることを避け、早期により多くの業務を実施できるよう

になる（図1-3）。 

また、自らも被災者である職員の睡眠や休憩、帰宅など安全衛生面の配慮の向上も期待で

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3 業務継続計画の策定に伴う効果のイメージ図 

「益田市地域防災計画」 

＜災害対策業務＞ 

第1章 総則 

第2章 災害予防計画 

第3章 災害応急対策計画 

第4章 災害復旧計画 

第5章 事故災害等対策計画 

「益田市業務継続計画」 

＜災害時優先業務＞ 

・災害応急対策業務 

・優先度の高い災害復旧業務 

・優先度の高い通常業務 

 

＜通常業務＞ 

図 1-2 地域防災計画と業務継続計画の関係イメージ図 
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５．業務継続の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ６．計画の対象組織 

    本計画においては、以下の組織を対象組織とする。 

    ・市長部局 

    ・各種委員会事務局（教育委員会、農業委員会、選挙管理委員会、監査・公平委員会） 

    ・議会事務局 

    ・益田地区広域市町村圏事務組合（広域消防本部を除く） 

 大規模災害時における非常時優先業務については、次の方針に基づいて業務継続を図るも

のとする。 

①災害発生時においては、市民の生命、身体、財産を保護し、被害を最小限にとどめるため、

地域防災計画に位置づけられた災害応急対策業務を最優先する。 

②災害発生から 72 時間までは、人命に係る災害緊急業務に重点をおくこととなるため、市民 

生活、施設等の維持管理に著しい影響を与える通常業務以外はいったん停止する。 

③休止、縮小する通常業務は平常時での重要性で判断するのではなく、市民生活の維持等に 

係る重要度で判断する。 

④市の公共施設（市民体育館、公民館、図書館等）は、避難所等の災害緊急業務として使用 

する場合以外には、一般利用を休止する。 

⑤イベント、会議等は原則として中止・延期する。 

⑥災害復旧・復興業務は、災害応急対策業務と並行し早期に実施すべき基本的な業務を対象 

とする。 

⑦優先度の高い継続する通常業務は、災害応急対策業務に影響を与えない範囲で、順次再開 

する。 
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第２章 被害状況の想定 

 １．想定する危機事象  

本計画で想定する災害は、地震では平成 30 年 3月に島根県が公表した、「島根県地震被害想

定調査報告書」で被害想定として用いた「弥栄断層帯の地震」とする（表 2-1）。水害では、平

成 28 年 5 月に国土交通省が公表した、「高津川水系想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域

図」による浸水害とする。 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 内  容 

発生時期 冬期の早朝 5時 

震源地 北緯 34.49 度、東経 131.81 度、深さ 2km 

規模 マグニチュード 7.6 

市域内の

震度 
益田地区で震度 6強の揺れを観測 

津波 発生しない 

表 2-1 弥栄断層帯の地震の概要 

宍道断層の地震 

大 田 市 西 南 方の 地

震 

震源断層位置図 

弥栄断層帯の地震 

浜田市沿岸の地震 

宍道湖南方の地震 
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 ２．被害規模の想定 

「島根県地震被害想定調査報告書」で、震源を弥栄断層帯とする地震が発生したときの、益田市 

分の被害状況の想定は、次のとおりである。 

 

想 定 被 害 被害数 

建物 

（揺れによるもの） 

全壊 29 棟 

半壊 431 棟 

建物 

（液状化によるもの） 

全壊 72 棟 

半壊  158 棟 

建物火災 

全出火数      0 棟 

炎上出火数      0 棟 

延焼出火数      － 棟 

人的被害 

建物倒壊（死者） 1 人 

建物倒壊（負傷者） 52 人 

急傾斜地倒壊（死者） 13 人 

急傾斜地倒壊（負傷者）     253 人 

道路交通 

（周辺地域を含む） 

橋梁 249 箇所 

鉄道 不通区間なし 

港湾 7 箇所 

漁港 11 箇所 

ライフライン 

上水道 1日後から応急給水活

動を実施、2週間後に復旧作業

が完了 

24 箇所 

下水道（影響人口）2週間後に

復旧作業が完了 
155 人 

LP ガス 29 件 

電力（電柱） 15 本 

電力（停電）3日後に復旧作業

が完了 
235 件 

電話（電柱） 15 本 

電話（不通回線）3日後に復旧

作業が完了 
200 件 

注）建物火災の予測で“－”は被害が発生しないことを示し、 “0”は四捨五入で 0となった 

場合を示す。 

 

   水害の被害想定は明らかではないが、2日間で 497mm の降雨があった場合に高津川が氾濫し、

本庁舎周辺には約 3時間後に洪水が到達し、約 1.5m の高さまで浸水し、浸水継続時間が約 6.5

時間となっている。 
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第３章 非常時優先業務の整理 

 １．非常時優先業務の対象期間 

発災時に資源等の制約を伴う状況下で業務継続を図るためには、優先的に実施する業務を

時系列で絞り込むことが必要となる。このため、非常時優先業務の対象期間を決定し、非常

時優先業務の候補となる各業務を対象に、発災後のいつ頃の時期までに業務を開始・再開す

る必要があるか（この時期のことを以下「業務目標開始時間」という）を検討し、業務継続

を想定する期間内に開始・再開すべき業務を非常時優先業務として整理する。 

非常時優先業務の対象期間は、発災後の資源が著しく不足し混乱する期間及び業務実施環

境が概ね整って、通常業務への移行が確立されると考えられるまでの期間である。「大規模

災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」（平成 28 年 2 月内閣府。以下「手引

き」という。）を参考に、発災直後から 1カ月程度までとした。 

 

 ２．対象業務及び開始・再開時期の検討 

非常時優先業務に向けて、非常時優先業務選定や業務開始目標時間の留意点は次のとおり 

   とする。 

【非常時優先業務選定の留意点】 

・非常時優先業務にどの業務が該当するかは、“災害発生後の一定の時間が経過した時点 

で、当該業務が一定程度実施（再開）されているのが望ましいか”という観点で検討す 

る。 

・応急業務の漏れが生じないよう、地域防災計画との整合を確認する。 

【業務開始目標時間設定の留意点】 

・地域社会の影響や法令の適正な執行の観点から確認・検討する。 

 視点 1：地域社会への影響…優先度の期間までに着手しないと、市民生活の安全・安心 

や地域内の経済活動等を阻害する業務 

     視点 2：法律の適切な執行…法令等により実施しなければならない業務 

視点 3：他業務への影響…当該業務の停止が、他の非常時優先業務に影響する業務 

・業務開始目標時間は、住民にとって当該業務が開始される必要があるかという「必要性」 

の視点から確認・検討する。 

・条件によって業務開始目標時間が大きく異なる場合は、最も早い時期を業務開始目標時 

間として設定する。 

・発災から 1週間、2週間と経過すると、実際の被害状況等を受けて実施が決まる業務が 

 多くなることに留意する。 

 

 ３．非常時優先業務の選定検討 

    非常時優先業務の検討にあたっては、「手引き」の業務の整理基準表を参考にするととも 

に、令和３年に改訂した「新型インフルエンザ発生時の益田市業務継続計 画」も考慮して

選定する。結果の詳細については資料編に掲載する。今後は、業務継続計画の継続的な見直

しにより、充実を図ることとする。 
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第４章 非常時優先業務の実施体制の確立 

 １．非常時優先業務の実施体制及び指揮命令系統の確立 

  （１）非常時優先業務の実施体制 

「益田市地域防災計画」に基づき、災害対策本部の設置基準を満たした場合、以下の体制 

に速やかに移行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （２）指揮命令系統 

応急業務については、益田市災害対策本部条例（昭和 38 年益田市条例第 21 号）に定める

ところにより、通常業務については「益田市事務分掌規則」（昭和 48年益田市規則第 4号）、

「益田市事務処理規則」（昭和 45 年益田市規則第 22 号）各事務局等における事務処理規則

に定めるところにより、それぞれの指揮命令系統のもと実施する。 

 

  （３）今後の検討事項 

    災害対策本部演習訓練の際に、資源制約が生じるシナリオも想定することにより、非常時 

優先業務の実施体制及び指揮命令系統の実効性を確認する。 

 

２．ＢⅭＰの発動 

震度５強以上の地震や大津波警報など第３災害体制、特別体制など全職員の参集を行うよ

うな非常体制による災害対応を行う必要がある場合には、自動的に BCP を発動する。 

その他、業務に必要な資源の確保が困難となり、非常時優先業務の遂行に支障が生じてい

る場合、市長の判断により BCP を発動する。 

 

ＢⅭＰの解除 

人的、物的な業務資源の不足が改善され、安定的な業務継続が可能となった場合には、市

長の判断により発動を解除する。 
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 ３．首長不在時の明確な代行順位 

  （１）現時点の状況 

 

 

  （２）今後の検討事項 

首長の職務代行者 3名の出張スケジュールが重なる場合は、その職務代行者を指名するな 

   どの代行順位の運用方法を定める。 

「益田市事務分掌規則」では、各部の部長事務主管課が規定されているが、各部の第 2順 

位、第 3順位まで定める。 

 ４．職員の参集体制の確立 

  （１）現時点の状況 

職員の参集については、「益田市地域防災計画」で、災害ごとに区分と体制、参集対象職 

員が定められている。現時点では次のとおりである。 

 

 

【風水害等対策編】 

区 分 体 制 参集課室・職員 

風水害 

大雨注意報、洪水注意報、高潮注意報、竜巻

注意報が発表され、災害の危険性がある場合 

大雪注意報、低温注意報が発表され、島根県

気象情報の本文中に「警戒する」というワー

ドが記載された場合 

準備体制 危機管理課の職

員 

大雨警報、洪水警報、暴風警報、高潮警報が

発表され、あるいは河川の水位が水防団待機

水位を超える等、災害の危険性がある場合、

又は軽微な災害が発生した場合 

大雪警報、暴風雪警報が発表され場合 

警戒体制 災害関係課の職

員 

大雨警報、洪水警報、暴風警報、高潮警報が

発表され、あるいは河川の水位が氾濫注意水

位を超える等、災害の危険性が増大した場合 

大雪警報、暴風雪警報が発表され雪害被害が

発生する恐れがある場合、又は雪害が発生し

た場合 

第１災害体制 管理職の職員 

気象等予報及び警報の更新等、災害の危険性

が極めて増大した場合、又は災害が発生した

場合で必要と認めたとき 

第２災害体制 概ね係長以上の

職員 

大雨・暴風・暴風雪・高潮・波浪特別警報の

いずれかが発表された場合、又は災害が拡大

し、第２災害体制で対処できないとき 

第３災害体制 全職員 

市域に突発的な事故及び災害が発生し、必要

と認めたとき 

特別体制 全職員 

第 1順位 第 2順位 第 3順位 

副市長 総務部長 政策企画局長 

・「市長の職務を行う者の順位に関する規則」(昭和 48 年益田市規則第 7号)では、上の

とおり規定している。この規則については、「法令検索・例規起案システム」に登載し、

職員に周知している。 
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【震災対策編】 

区 分 体 制 参集課室・職員 

地震 

震度 3の地震が観測された場合 警戒体制 災害関係課の職

員 

震度 4以上の地震が発表された場合 第１災害体制 管理職の職員 

震度 5弱の地震が発表された場合 第２災害体制 概ね係長以上の

職員 

震度 5強以上と発表された場合 第３災害体制 全職員 

市域に突発的な事故及び災害が発生し、必要

と認めたとき 

特別体制 全職員 

 

 

 

【津波対策編】 

区 分 体 制 参集課室・職員 

津波 

日本海を震源とする地震が観測され、島根県

西部に対し、津波情報・予報に注意する旨が

発表された場合 

警戒体制 災害関係課の職

員 

津波注意報が発表された場合 第１災害体制 管理職の職員 

津波警報が発表された場合 第２災害体制 概ね係長以上の

職員 

大津波警報が発表された場合 第３災害体制 全職員 

市域に突発的な事故及び災害が発生し、必要

と認めたとき 

特別体制 全職員 

   

（２）今後の検討事項 

    毎年度「益田市地域防災計画」を見直す中で、参集体制の確認を行う。 

 

 ５．緊急連絡先リスト 

  （１）職員 

毎年度人事異動を反映させて「災害動員名簿」を作成している。市長の公用携帯にも管理職 

  の携帯電話番号が入力されている。 

 

 

（２）防災関係機関 

組織名 電話 FAX 

国土交通省浜田河川国道事務所 0855-22-2480 0855-22-2486 

国土交通省浜田河川国道事務所高津川出張所 22-0533 23-5844 

松江地方気象台 0852-21-4958 0852-21-6656 

島根県総務部防災危機管理課 0852-22-5885 0852-22-5930 

島根県益田県土整備事務所 31-9633 31-9701 

益田警察署 22-0110 23-7275 

益田広域消防本部 31-0223 31-0255 

陸上自衛隊出雲駐屯地 0853-21-1045 0853-21-1045 
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第５章 必要資源に関する分析と対策 

 １．職員  

  （１）現状 

ア 職員の参集想定 

     がけ崩れや建物の倒壊のため徒歩での移動とし、障害物等を考慮して通常の歩行速度よ 

り遅い時速 3km で計算し、参集区分を「1 時間以内」「3 時間以内」「6時間以内」「12 時間 

以内」「12 時間以上」の 5段階で整理する。 

大規模災害発生時には、職員や家族の死傷、自宅の被災等により、職員が参集できない 

可能性もあるため、発生から時間に応じて、参集可能条件を次のように設定する。 

①発災後 24 時間までは、全職員の 80％が参集可能（20％が参集困難） 

②発災後 24 時間から 72時間までは、全職員の 90％が参集可能（10％が参集困難） 

③発災後 72 時間以降は、全職員の 98％が参集可能（2％が参集困難） 

その場合の「職員参集状況」は、下記のとおりとなる。 

 

【参集人数】 

参集時間 1時間以内 3時間以内 6時間以内 12時間以内 12時間以上 

職員数 
185 130 72 35 18 

80％参集 
148 104 58 28 14 

参集割合（計

80％） 

34％ 24％ 13％ 6％ 3％ 

※ 平成２８年１０月データにより作成。 

  

災害発生後、第６章 緊急時の対応手順（行動計画）に基づき初動対応を図ることとな

るが、６時間経過時点においての職員参集想定は、全職員の７割程度であり、職員の少な

い状況で非常時優先業務を対応する必要がある。 

 

 

   イ 自宅待機の要件 

     ①職員の家族等が死亡したとき。 

     ②職員または家族等が負傷し、治療または入院の必要があるとき。 

     ③子の保育、親の介護等により在宅の必要があるとき。 

     ④同居する家族の安否確認が取れないとき。 

     ⑤職員または職員に深く関係する者の住宅が被災した場合で、職員が当該住宅の復旧作 

業や生活に必要な物資調達等に従事する必要があるとき。 

     ⑥自宅周辺で津波浸水のおそれ等があり、避難行動が必要であるとき。 

     ⑦その他、必然的かつ合理的な理由がある場合。 

    

ウ 職員の参集 

「益田市地域防災計画」では、災害対策本部第１次体制時は、各部長から各課長に連絡 

し、第 2次体制以降は、各課長から職員に連絡することになっている。 
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毎年度、「災害動員名簿」を作成して、職員の携帯電話番号を把握している。 

非常時優先業務を迅速に遂行するためには、その業務に従事できる人員の確保が必要で 

あるが、発災時に参集していない職員の安否を確認するためのシステムは、構築されてい 

ない。 

 

  （２）対策 

職員が安心して業務を遂行できるよう、発災時に家族とメールや災害伝言ダイヤルを利用 

して安否確認方法を定めておくよう周知する。 

 定期的な安否確認の訓練を実施する。 

市民を交えた避難訓練を実施する。 

参集訓練を定期的に実施する。 

安全安心メール、防災アプリ等を活用して、電話が不通となる可能性を考え、安全安心メー

ル、防災アプリ等を活用して、安否確認・参集連絡することを検討する。 

非常時優先業務の中でも、優先度の高い業務は、参集可能な限られた職員で対応しなけれ 

ばならないため、あらかじめ業務マニュアルを作成するなど、担当部署以外の職員でも業務 

遂行ができるような仕組みを検討する。 

 

  （３）応援の受け入れ 

ア 現状 

部局内の人員の不足により非常時優先業務が実施できない場合には、職員動員班に対して

部局を超える職員の応援要請を行う。 

さらに、本部要員のみでは非常時優先業務の実施が困難なときは、職員動員班は県や他市

町村、災害関係機関等に応援要請を行う。 

災害時の相互応援に関する協定書は、県及び県下市町村、山陰都市連携協議会構成市、雪

舟サミット構成市町村、姉妹都市連携構成市町、空港で結ぶ友好都市連携、県境近接 4 市、

市町村広域災害ネットワーク構成市町村と結んでいる。 

職員の健康を維持し、効率的な業務を遂行するためには、交替要員等が必要となる。 

 

   イ 対策 

応援人員が必要となりそうな業務をあらかじめ抽出し、市内部の職員配置に関する調整方

法を検討する。 

災害応援協定による他自治体の応援要請先をあらかじめリストアップする。 

応援要請時の派遣職員受入れに関する準備手段などをあらかじめ検討する。 
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２．庁舎（代替庁舎を含む。） 

  （１）現状 

 

 

    

地震が発生したとき、液状化は沿岸部や河川沿いを中心に広く発生すると予測されている。 

本庁舎付近では、津波の到達は現状では想定されていない。「高津川水系想定最大規模降雨 

による洪水浸水想定区域図」によれば、約 1.5m 浸水し、浸水継続時間が約 6.5 時間となっ 

ている。本庁舎は周辺の地面より約 1m 程度かさ上げして建設されている。 

市役所本庁舎は、昭和 36 年に建設された鉄筋コンクリート造 3階建ての建物である。平 

成 27 年度に耐震化工事が完了している。現行の建築基準における耐震性能を満たしているた 

め、倒壊の被害を受ける確率は低いが、熊本地震のように連続して震度 6強の揺れが発生し 

た場合には、使用に制限がかかることも想定される。耐震化工事について、美都・匹見分庁

舎についても、耐震化工事済み。 

施設名 

建 

築 

年 

災害危険度 附帯設備・事務機器等 

津

波 

液

状

化 

洪

水 

土

砂

災

害 

非 常

用 発

電機 

通信 

機器 

情報シス

テム 

事務機器・

備品 

本庁舎本館（耐震対応済み） S36 ○ × × ○ ○ 
衛星 

電話 
○ 有 

本庁舎分館 S47 ○ × × ○ × × ○ 有 

本庁舎情報棟（耐震対応済み） H5 ○ × × ○ × × ○ 有 

福祉事務所 S58 ○ × × ○ × × ○ 有 

市民学習センター S54 ○ × ○ ○ × × ○ 有 

美都分庁舎（耐震対応済み） S47 ○ ○ ○ ○ × × ○ 有 

匹見分庁舎（耐震対応済み） S44 ○ ○ ○ ○ × × ○ 有 

表 5-1 主な施設の現状 
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※駅前ビル EAGA は約 2mの浸水が約 9時間継続すると想定されている。 

 

  （２）対策 

地震の場合の庁舎の安全確認については、「建物安全チェックリスト・発災直後用」を使 

用し、地震発生時に確認が必要となる箇所をあらかじめ把握する。 

本庁舎が使えなくなることを想定し、益田駅前ビル EAGA を代替施設と位置づけ、災害対策 

本部の設置や継続しなければならない業務を執務する機能確保に努める。 

市が所管している施設が代替施設として利用困難な場合等に備え、民間施設等と協定を締 

結し、代替施設として確保することを検討する。または空き地を把握するとともに、テント 

等の確保に努める。 

 

 

３．執務環境（什器等の転倒防止、ガラスの落下・飛散防止、天井等落下防止） 

（１）現状 

地震発生時は、什器の転倒等により、数時間は業務再開が困難であると想定される。しかし 

ながら、転倒防止対策はほとんどの課で実施されていないのが現状である。また、什器の転倒 

等により職場内で職員が被災した場合の救助用資機材（バール、ジャッキ、担架）は準備され 

ていない。 

ガラスの落下・飛散防止と天井等落下防止はなされていない。 

水害発生時には、本庁舎周辺は 1.5m 程度浸水すると想定されており、福祉事務所は被害を 

を受けることが予測される。本庁舎の 1階事務スペースは 50cm 程度浸水するので、早めに事 

務機器を高いところに移動する必要がある。 

 

 

 

施設名 

建 

築 

年 

災害危険度 附帯設備・事務機器等 

同時

被災

の可

能性

のあ

る災

害 

代

替

庁

舎

候

補 

津

波 

液

状

化 

洪

水 

土

砂

災

害 

非常用

発電機 

通 信

機器 

情 報 シ

ステム 

事務機器・

備品 

  

駅前ビル EAGA（耐震対

応済み） 
H18 ○ × × ○ × × ○ 有 洪水 ○ 

ふれあいホールみと

（耐震対応済み） 
Ｈ9 ○ ○ ○ × ○ × ○ 有 無 ○ 

匹見タウンホール（耐

震対応済み） 
S44 ○ ○ ○ × × × × 無 無  

匹見保健センター S56 ○ ○ ○ × × × × 無 無 ○ 

表 5-2 代替庁舎検討用リスト 
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（２）対策 

出入り口付近にある什器等の配置換えを検討する。 

書架等の扉開放防止対策を実施する。 

ガラスの落下・飛散防止措を実施する。 

  バール、ジャッキ、担架等の救助用資機材を確保する。 

  来庁者や職員の避難ルートを検討し、職員へ周知する。 

  エレベーターの閉じ込め被害が発生した場合に備えた、マニュアルを整備する。 

 

 

４．電力 

（１）現状 

対象地震が発生した時には、停電が発生し復旧には 3日間程度を要すると想定されている。 

停電が発生した場合、市役所本庁舎では、非常用発電機の稼働により必要最小限の電力供

給を行うことになっている。その供給可能時間は 3 日間となっている。このため、非常用発

電機による電力供給先は災害対策本部関係を第一優先とする。 

非常用発電機は、4.5ｍの高さに設置されており、浸水するおそれはない。 

 

停電時に照明＋空調機が使用できる 防災無線室、電話交換機室 

停電時に電源供給可能なコンセントがある 大会議室、第 1～3会議室、危機管理課 

 

（２）対策 

非常用発電機が起動しないことで、初動対応が遅れることのないよう、非常用発電機の起

動方法の確認を毎年実施する必要がある。 

非常用発電機等の燃料を確保するため、石油供給団体と協力体制の構築に向け協議を進め 

る。 

 

 

５．通信（電話、インターネット） 

（１）現状 

大規模災害発生時、電話の復旧に 3日程度かかると予測されている。 

市は、電話が使用不能な場合に備え、災害時優先電話を本庁では 8 回線、美都分庁舎で 1

回線、匹見分庁舎で 1回線確保している。 

 

場所 回線番号 

本庁 190、122、674、107、121、112、23-2115、23-2116 

美都分庁舎 52-2311 

匹見分庁舎 56-0301 

衛星固定電話は、県のシステム変更に伴い、美都分庁舎と匹見分庁舎に設置されていたも

のが撤去された。現在では危機管理課に 1台設置されている。 

本庁や美都分庁舎、匹見分庁舎の電話交換機は転倒防止が施されている。 

 

（２）対策 

発災時には、電話がつながれば市へ電話が殺到するため、危機管理課の職員とは別に、電

話の受付対応要員が必要となる。電話の切り替えや受付訓練を実施する。 

特に、大災害時における匹見分庁舎との連絡体制について、検討が必要。 
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６．防災情報伝達手段 

（１）現状 

大規模災害発生時には、市内のほぼ全世帯（約 19,600 カ所）に設置している緊急防災放送

装置と、旧益田市内の 68 カ所に設置している屋外拡声子局、安全安心メール、防災アプリ、

LINE、ツイッター、公式ウェブサイトで、情報伝達を行うことなる。これらは危機管理課か

ら情報発信しているが、大規模災害時には地上 4.5m に設置している非常用電源を起動させる

ことで、電源を確保できる。 

なお、屋外拡声子局の設備は、毎年業者に依頼して点検を行っている。 

 

（２）対策 

令和３年度より運用を開始した防災情報伝達基盤システムにより、各種防災情報伝達手段

に対し、一括配信が可能となったが、人事異動に備え、操作等マニュアル化が必要である。 

 

 

７．情報システム 

（１）現状 

情報システムは基幹系システム、情報系システム、その他（独自系）のシステムに分かれ

ており、庁内 LAN やインターネット回線に接続して運用している。 

 

基幹系システムは、情報政策課内のサーバーでデータ管理を行っているが、停電時には電

源の確保に課題がある。情報系システムにおいても、通信機器等が使用不可となることから、

システムの使用ができなくなる。 

 

  （２）対策 

本庁舎の耐震化にあわせて非常用電源が整備され、3 階には停電時も電源の確保が可能と

なった。このことから、情報通信機器を更新の機会に集約して移設する計画であり、早期の

業務再開が可能な体制を目指している。現在、クラウドベースのシステムに順次移行してお

り、庁舎被災時にあっても端末機器や通信回線の復旧とともに、業務の再開ができる環境と

なりつつある。 

また、全国のコンビニエンスストアで取得ができるコンビニ交付により、各種証明書は全

国のコンビニエンスストアで取得できるようになった。 

庁内におけるさまざまな OA 業務で使用する、文書等のデータファイルについては、ファイ

ルサーバーや NAS に保存することとしており、さらには外部記憶媒体に定期的にバックアッ

プを実行している。 

 

 

８．水・食料等 

（１）現状 

現在、東町に益田市防災備蓄倉庫を新たに建設し、益田市備蓄計画に基づいて、各種備蓄

物資の備蓄を進めている。 

また、災害時に物資提供を受ける協定書を、積極的に民間業者と締結しており、有事の際

には、協定により物資を確保していく。 

 

（２）対策 

住民に対しては、3 日分を目安に水・食料の備蓄を呼びかけており、市も災害対策本部の

業務を円滑に実施するため、水・食料について、職員の 3日分を目安に備蓄する必要がある。 
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益田市備蓄計画による備蓄を進めるとともに、物資提供に関する協定締結により流通備蓄

を確保していく。 

 

 

９．トイレ 

（１）現状 

益田市備蓄計画により簡易トイレ等の備蓄を図る。 

 

  （２）対策 

仮設トイレのレンタル業者等との協定締結を図る。 

下水道区域が本庁舎付近までに拡大された場合に備え、マンホール型トイレの検討をする。 
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第６章 緊急時の対応手順（行動計画） 

市の施設職員も被災することを前提とした初動対応、判断等について、各所属共通業務として次

のとおりとする。 

 

経過時間 対応手順等 

 

発災直後 

 (約30分) 

 

 

＜勤務時間内に発災した場合＞ 

① 職員、来庁者の安全確保 

・ロッカー等の転倒、ガラス等の破損などによる執務室内の危険の有無を確認。 

・負傷者が発生している場合は救護。 

・来庁者の避難誘導。 

・庁舎建物の安全を確認（損壊、火災発生等に伴う避難の要否）。 

 

② 使用可能な通信手段の確認 

・電力、電話、庁内LAN、インターネットなどの使用可否を確認。 

 

③ 職員の安否確認 

・庁外に出張中の職員の安否確認。 

・職員の家族の安否確認の実施。 

 

 

＜勤務時間外に発災した場合＞ 

①安否確認～参集 

・職員自身及び家族の安全確認、参集。 

・職員は、所属に安否を報告。参集が困難な場合もその旨を報告。 

 

②庁舎、執務室の安全確保 

・庁舎建物の安全を確認（損壊等の有無） 

・ロッカー等の転倒、ガラス等の破損などによる執務室内の危険の有無を確認。 

 

③使用可能な通信手段等の確認 

・電力、電話、庁内LAN、インターネットなどの使用可否を確認。 

 

 

 



１９ 

 

 

経過時間 対応手順等 

 

発災直後 

  ～ 

   数時間 

①指揮命令系統の確保 

・各所属は速やかに意思決定者の安否を確認し、指揮命令系統を確保。 

・意思決定者と連絡がつかない場合は、あらかじめ定めた職務の代行を実施。 

 

②職員の安否確認状況の把握 

・各部局は職員の安否状況をとりまとめ、総務班に報告。 

 

③職員の参集状況の把握 

・各部局は職員の参集状況をとりまとめ、総務班に報告。 

 

④庁舎建物の応急的な耐震診断 

・総務管理班は住宅対策班と連携して、庁舎建物の応急的な耐震診断を行う。 

 

⑤使用可能な業務資源、活動スペースの確保 

・総務管理班は、庁舎内の被害状況、電力、通信、情報システム等のインフラ資 

源の状況を確認し、庁舎の継続使用の可否を判断。 

・執務室に被害が生じている場合は、総務管理班は代替の執務スペースの割り当 

てを検討。 

 

⑥人的資源の確保（応援要請） 

・職員動員班は、明らかに大規模な被害が発生していると判断される災害等が発 

生した場合は、被害状況、職員の不足状況の確認を待たずに、自衛隊、県に応

援職員の派遣を要請する。 

 

 

数時間後～ 

①職員の配置調整 

・従事可能職員の不足により、災害時優先業務の執行が困難であると予測される 

部局は、まず、部局内の配置調整と他部局からの配置調整を行う。 

・部局内で対応しきれない場合は、職員動員班に対して他部局からの職員の配置 

調整の要請を行う。 

 

②災害時優先業務に要する資源の配分調整 

・災害時優先業務に要する共通的な資源について、被災に伴い不足が生じている 

場合は、庁内で配分調整を行う。 

 

1日～ ①交代勤務態勢の整備 

・長期間に及ぶ非常時優先業務に対応できるよう、職員の交代勤務体制を整備。 
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第７章 業務継続計画の継続的な改善 

１．教育・訓練等 

発災時に的確に業務継続を図るためには、業務継続計画の内容等を職員に周知・浸透させ、

さらに発災時に実際に行動できるよう対応能力の向上を図ることが重要である。業務継続計

画等の実効性を確保し高めていくためには、職員を対象とした研修会や訓練を実施していく

ことが重要である。 

また、地域防災計画に基づき実施する防災訓練等において、訓練のテーマや内容に「業務

継続」を盛り込み、業務継続の重要性を共通の認識として全職員が持つことができるように

する。 

さらに各所属においては、職員が発災時にどのような行動をとるべきかが明確に分かるよ

う、チェックリストやマニュアルを整備し、人事異動等により担当職員が異動した場合にお

いても、所要の行動が取れるよう体制の確保に努める。 

 

 ２．点検・是正 

発災時に実際に機能する計画とするために、人事異動や連絡先の変更があった場合には、

遅滞なく時点修正を行う。訓練等を通して定期的に計画の実効性を点検・是正し、計画を更

新するという PDCA サイクルによるレベルアップに努め、必要に応じて、本計画を継続的に改

善することが求められる。 

令和元年度にハザードマップが更新され、浸水想定が変更となっていることから、災害被

害や職員参集についても検討が必要となっている。被害想定に応じて、その都度、業務継続

計画も点検・見直しをしていく。 

 

 



災害応急対策業務の一覧表
1/3

優先度：S（3時間以内）、A（1日以内）、B（3日以内）、C（1週間以内）、D（2週間以降）

庁
内

他
自
治
体

本部付（危機管理監） 本部班 危機管理課 １　災害対策本部の総括に関すること。 S
２　本部会議に関すること。 S
３　自衛隊の災害派遣に関すること。 S
４　ヘリポートに関すること。 S
５　住民に対する警報の伝達及び緊急通報の内容の伝達に関すること。 S
６　消防応援の受入れ体制の確立に関すること。 A

総務部（政策企画局長）総務班 政策企画課 １　本部長及び副本部長の秘書に関すること。 S
連携のまちづくり推進課 ２　連絡員室に関すること。 S
秘書課 ３　関係機関との連絡調整に関すること。 S
情報システム課 ４　被災状況の把握、発表及び報告に関すること。 S
先端開発推進課 ５　地区連絡に関すること。 S
政策企画局分室 ６　自主防衛組織との連携に関すること。 S
公民館 ７　危険物資等の保安対策に関すること。 S

８　ホームページ等による情報提供及び広報に関すること。 S
９　安否情報の収集体制の整備に関すること。 S
10　その他各部に属さないこと。 A

総務管理班 総務管財課 １　国民の権利利益の救済に係る総合的な窓口に関すること。 A
総務部分室 ２　総合調整及び指示に係る損失の補てんに関すること。 A

３　災害対策用車両の調達及び配車に関すること。 S ○
４　市有財産の災害対策に関すること。 A ○
５　災害対策用物資の輸送に関すること。 S ○

財政班 財政課 １　災害対策及び復旧に係る予算措置に関すること。 B
職員動員班 人事課 １　職員の動員に関すること。 S ○

２　他市町村職員等の派遣要請に関すること。 C
３　特殊標章等（赤十字標章を除く。）の交付及び管理に関すること。 S ○

家屋調査・避難誘導班 税務課 １　家屋被害調査に関すること。 A ○
市民課 ２　り災者の市税減免に関すること。 C
総務部分室 ３　避難者の誘導及び輸送に関すること。 S

４　避難所の開設及び開設後の管理に関すること。 S ○ ○
出納班 出納室 １　災害関係費及び物品の出納に関すること。 C

総務部分室 ２　義援金品の受付に関すること。 B ○
福祉環境部 医療対策班 健康増進課 １　医療品及び衛生材料の調達に関すること。 S
（福祉環境部長） 子ども福祉課 ２　応急医療及び助産に関すること。 S

子ども家庭支援課 ３　食品衛生確保対策に関すること。 A
福祉環境部分室 ４　住民の健康対策（保健指導、栄養指導）に関すること。 B

５　被災児童に対する配慮に関すること。 S

優
先
度

応援の必要性

部
（部長）

班 課名 事務分掌



災害応急対策業務の一覧表
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優先度：S（3時間以内）、A（1日以内）、B（3日以内）、C（1週間以内）、D（2週間以降）

庁
内

他
自
治
体

優
先
度

応援の必要性

部
（部長）

班 課名 事務分掌

衛生防疫班 環境衛生課 １　廃棄物の処理に関すること。 A ○
久城が浜センター ２　衛生施設の被害調査及びその対策に関すること。 S
福祉環境部分室 ３　防疫に関すること。 A ○

４　死体の埋火葬に関すること。 B
５　仮設トイレの設置及び衛生管理に関すること。 A ○ ○

福祉・生活物資班 保険課 １　り災者の国民健康保険税減免に関すること。 C
福祉総務課 ２　社会福祉施設の災害調査及びその対策に関すること。 A
障がい者福祉課 ３　生活必需物資の確保、輸送並びに配分に関すること。 A ○ ○
高齢者福祉課 ４　死体の捜索及び収容に関すること。 S
人権センター ５　福祉世帯等に対する障害物の除去に関すること。 S
福祉環境部分室 ６　り災者に対する生活保護法の適用に関すること。 C

７　り災者に対する障害者総合支援法の適用に関すること。 C
８　り災世帯に対する災害援護資金等の融資に関すること。 C
９　義援金の配分に関すること。 C
10　ボランティアの活動調整に関すること。 A ○ ○
11　日本赤十字社との連携に関すること。 A

避難行動要支援者支援班 １　避難行動要支援者の安否確認に関すること。 S ○
２　避難行動要支援者施設への情報伝達及び状況確認に関すること。 S

産業経済部 産業振興班 産業支援センター １　商工業及び鉱業関係の被害調査及びその対策に関すること。 S
（産業経済部長） 観光交流課 ２　観光施設の被害調査及びその対策に関すること。 S

産業経済部分室 ３　り災商工業者に対する融資に関すること。 C
４　り災者の雇用対策に関すること。 D

農林水産班 農林水産課 １　農林水産業関係被害調査及びその対策に関すること。 S
農業委員会事務局 ２　漁港施設の被害調査及びその対策に関すること。 S ○
産業経済部分室 ３　災害時における農林水産物の防疫及び技術指導に関すること。 B

４　り災農林水産業者に対する融資に関すること。 C
５　農道･林道施設等の応急･復旧対策に関すること。 S ○
６　主要食料の調達及び炊出しに関すること。 A

建設部 都市施設班 都市整備課 １　都市施設の被害調査及びその対策に関すること。 S
（建設部長） 地籍調査課 ２　建設関係団体及び業者との連絡調整に関すること。 S

建設部分室 ３　土地等の使用に関すること。 S ○
土木施設班 土木課 １　土木施設の被害調査並びにその対策に関すること。 S ○ ○

建設部分室 ２　急傾斜地及び地すべり対策に関すること。 S ○
３　樋門及び水門に関すること。 S ○
４　土木施設等の障害物の除去に関すること。 S ○
５　緊急交通網の確保に関すること。 S

総務部長、福祉環境部長及び
教育部長が指名する者
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優先度：S（3時間以内）、A（1日以内）、B（3日以内）、C（1週間以内）、D（2週間以降）

庁
内

他
自
治
体

優
先
度

応援の必要性

部
（部長）

班 課名 事務分掌

６　応急復旧資機材の調達に関すること。 S
住宅対策班 建築課 １　避難所及び応急救護所の建設に関すること。 S

建設部分室 ２　り災者用仮設住宅等の建設及び住宅の応急修理に関すること。 B
上下水道部 下水班 下水道課 １　下水道施設の被害調査及びその対策に関すること。 S
（上下水道部長） ２　下水道及び集落排水施設の応急、復旧対策に関すること。 S ○ ○

３　樋門及び水門に関すること。 S
教育部 教育施設班 教育総務課 １　災害時における学校安全に関すること。 S
（教育部長） 学校教育課 ２　教育施設の被害調査及びその対策に関すること。 S

協働のひとづくり推進課 ３　被災児童生徒の応急教育に関すること。 C
文化財課 ４　被災児童生徒に対する学用品の供給に関すること。 C
教育部分室 ５　児童生徒に対する心のケアに関すること。 C

６　文化財等の被害調査及びその対策に関すること。 D
応援部 応援班 １　各部及び各班の応援に関すること。 S
（議会事務局長） ２　関係機関からの災害応援に関すること。 S

議会事務局、監査公平委員会事務
局、選挙管理委員会事務局、広域市
町村圏事務組合


